
IPランドスケープ2.0 

1 

2018年11月30日 
三井物産戦略研究所  
技術・イノベーション情報部 
室長 弁理士 シニア知的財産アナリスト（AIPE認定） 

山内 明 

Copyright(C) since 2018  Mitsui Global Strategic Studies Institute.  All rights reserved. 



１．IPランドスケープとは（弊定義） 
 知財経営については、日本は欧米よりも遅れており、知財部員一人からでも実践可
能な具体的手法が求められるため、あえてIPランドスケープを次のように定義する。 
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IPランドスケープ（弊定義）＝戦略提言に資する高度な情報収集／分析 
                                ≒知財情報戦略 

  (1) 情報収集（特許情報／非特許情報） 

  (2) 情報分析（特許情報／非特許情報） 

  (3) 経営幹部への戦略提言 

Plan1 

Do1 Check1 

Action1 

PDCA1 

(1) M&A候補先リストアップ 
(3) 候補先の深堀 

(2) 候補先絞り込み 

非特許情報の世界 

特許情報の世界 
ブーメラン分析 
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出所：新たな特許分析法 知財情報戦略 自動運転編（2016.7, 日経BP） 



２．戦略提言のための「論点のゴール」 
 前頁の通り、戦略提言には、(1)情報収集／(2)情報分析のPDCA（仮説検証の積
上）が必要だが、仮説検証の積上先ともいえる「論点のゴール」設定が先決である。 
 「論点のゴール」が事前に提示される場合には、それに向けて仮説検証の積上を実
践すれば足りる。例えば、日系自動車メーカ内で経営幹部より「GOOGLEによる自動
運転技術の脅威を具体的かつ信憑性高く炙り出せ」と命じられた場合には、これを
「論点のゴール」に設定した後、「仮説検証の積上」を実直に実施すれば足りる。 
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 1) GOOGLEの完全自動運転志向俯瞰（マクロ分析） 

 2) GOOGLEの強み分析（～ミクロ分析） 

 3) GOOGLEの自社地図情報活用志向（補完分析） 

【論点のゴール】 GOOGLEの脅威を具体的かつ信憑性高く炙り出す 

仮説検証の積上結果 
 ⇒GOOGLEの完全自動運転技術（AI/地図技術への傾注）が脅威！ 
   特許の質／量の両面で強みを有し、源泉たる発明者群も逸材揃いで脅威！ 

① 「論点のゴール」が事前に提示される場合（例） 



３．IPランドスケープ例（「論点のゴール」が事前提示される場合） 
 2015年5月当時、得体の知れなかったGOOGLEによる自動運転技術の脅威を炙り出す！ 
  ⇒徹底抗戦（構え）のトヨタ、協働素地のあるホンダの両陣営に英断を促す（警鐘を鳴らす）！ 
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Googleは、制御系の母集団上、存在感大（1-1） 

 完全自動運転普及時に残存する2010年以降ダントツ 

完全自動運転志向でも他社圧倒(1-2) 

同社は、LiDARを初期から独自開発し、普及に向けた

低コスト化で先行（2-1） 

同社開発陣は、DARPA Urban Challenge 2007で活躍

した逸材揃い（2-2） 

同社は、自社地図情報をフル活用（3） 

IP
C

 

出所：新たな特許分析法 知財情報戦略 自動運転編（2016.7, 日経BP） 

1-2) 完全自動運転への傾注が顕著！ 

1-1) 2011年以降（普及時に特許存続）ではGoogleが他社圧倒！ 

2-1) LiDARを初期から独自開発し、普及に向けた低コスト化で先行（強み） 

3) 自社地図情報活用志向（強み） 

2-2) DARPA CHALLENGEの1,2位のチームから逸材を集結（強み） 
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３．IPランドスケープ例（「論点のゴール」を自ら定める場合） 
 一方、「論点のゴール」が不明な場合、担当者に一任されがちで恣意性の問題が顕在化し易く、
自らが定めた「論点のゴール」に対し、仮説検証の積上をどのように行うかが肝要である。 
 例えば、EV普及が進まない現状に鑑み、「●●すれば、EV普及が進む筈だ」という大胆な「論
点のゴール」を定めるとしよう。インターネット情報によれば、普段乗りの航続距離は短い（数十
km／日）が、ガソリン車に比べて1/3～半分程度の航続距離であることの不安感、更には充電ス
テーションを見付けたり充電プラグをセットする手間暇による不安感が普及ネックとなる模様。一
方、EV用ワイヤレス給電や自動駐車の関連記事が散見され、特に自動駐車については、私有
地での低速走行に限られることから、技術／法律のハードルが低く、早期普及が期待される。 
 これらに鑑みれば、「自動駐車機能×ワイヤレス給電を前提とし、普段利用するショッピング
モールを運営する大手リテーラーが給電インフラを供すれば、自らの売上増に繋がり、更なるイ
ンフラ投資のインセンティブになり、EV普及が進む筈だ」という大胆な「論点のゴール」が浮かぶ。 

出所） 新たな特許分析法 知財情報戦略 自動運転編（2016.7, 日経BP） 



３．IPランドスケープ例（「論点のゴール」を自ら定める場合） 
 かかる「論点のゴール」に対する仮説検証の積上として、特許面ではEVの母集団
からワイヤレス給電や自動駐車との相関を確認するとともに主要プレイヤーを特定し、
非特許面では当該プレイヤーの国プロや標準化の動きを確認することが考えられる。 
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 EV関連中、ワイヤレス給電の存在感大（将来性先読み）⇒検証① 

 給電主要プレイヤーの存在感大（将来性先読み）⇒検証② 

 自動運転、更には自動駐車に直結する特許分類が上位⇒検証③ 

  国プロ活動に見る主要プレイヤーの本気度大⇒検証④ 

  規格／標準化活動に見る主要プレイヤーの本気度大⇒検証⑤ 

【論点のゴール】 EVの普及には、ワイヤレス給電と自動駐車との相乗効果が鍵 

仮説検証の積上結果 

 ⇒EV、自動駐車、ワイヤレス給電に相関が認められ、主要プレイヤーが
EV用ワイヤレス給電で国プロや標準化等、主導的立場にあり要注目 

② 「論点のゴール」を担当者が定めた場合（例） 



３．IPランドスケープ例（「論点のゴール」を自ら定める場合） 
 検証①～⑤例は以下の通り。EV／ワイヤレス給電相関及び主要プレイヤー特定（①、②）、EV
／自動駐車相関（③）を特許情報で検証後、国プロ／標準化動向を非特許情報で検証（④、⑤）。 
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 ワイヤレス給電関連出願が盛況⇒検証① 

 QUALCOMM等がEV用途出願で存在感大⇒検証② 

自動駐車関連特許分類が上位⇒検証③ 

 国プロ活動に見るQUALCOMM等の本気度大⇒検証④ 

 規格／標準化活動に見るQUALCOMM等の本気度大⇒検証⑤ 

出所） 新たな特許分析法 知財情報戦略 自動運転編（2016.7, 日経BP） 



４．IPランドスケープ2.0とは 
 「論点のゴール」を担当者が自ら定めることは、未確定要素が多い分、視座の高い
分析が求められるため難題であり、「論点のゴール」に先立つ業界潮流把握が肝要。 
 ⇒業界潮流に照らして「論点のゴール」を定めつつ自社ポジションも勘案し、攻め筋
（Opportunity）／脅威（Threat）抑制策を提言することをIPランドスケープ2.0と称する
（IPLS2.0ともいう） 。IPLS2.0は、研究開発、アライアンス／企業買収、新事業等、多面
的分析を射程とするが、従来（IPランドスケープ1.0）同様、知財情報戦略を基調とする。 
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IPランドスケープ 
知財情報戦略を基調 

1.0 
「論点のゴール」が比較的明確（例※） 

[1]アライアンス／企業買収関連 

[2]研究開発関連 

[3]マーケティング関連（売込先開拓等、狭義） 

[4]資金調達関連 

2.0 
「論点のゴール」が担当者に一任 

未確定要素が特に多い場合や、左記[1]
～[4]の組み合わせが求められる場合等 

⇒視座の高い分析（まず業界潮流）が必要 

 
※出所：http://www.japio.or.jp/00yearbook/files/2017book/17_2_10.pdf 

IP Landscape as a compass 

or 

①
業
界
潮
流 

②「論点のゴール」設定／戦略提言 
 自社ポジション分析 
 攻め筋（Opportunity）提言 
 研究開発戦略（傾注分野候補） 
 新事業候補、アライアンス／企業買収先候補 

 脅威（Threat）抑制策提言 

http://www.japio.or.jp/00yearbook/files/2017book/17_2_10.pdf


５．IPLS2.0のポイントその１（業界潮流把握） 
 ステップ①（業界潮流）では、周知（ありきたり）の潮流の把握（併せて母集団の妥当性
確認）は大事だが、加えて、新潮流やユニーク潮流（具体的潮流）を導出することが好
ましい。業界で周知の潮流からだけでは、高付加価値の捻出は困難故。 

9 Copyright(C) since 2018  Mitsui Global Strategic Studies Institute.  All rights reserved. 

①
業
界
潮
流 

②「論点のゴール」設定／戦略提言 
 自社ポジション分析 
 攻め筋（Opportunity）提言 
 研究開発戦略（傾注分野候補） 
 新事業候補、アライアンス／企業買収先候補 

 脅威（Threat）抑制策提言 

   【周知の潮流例】     

 ・自動車分野のCASE進展※1 
  
   
  

 ・ロジスティクス分野の自動化進展

    
 ・ヘルスケア分野のデータ活用進展
    

    

 ・農業分野のデータ活用進展 

 ・パブリック分野のデータ活用進展 
 

  ※ 1) Connected, Autonomous, Sharing, Electric 

周知の潮流のみ そりゃそう
でしょう。 

周知の潮流＋ 
新潮流／ユニーク潮流 

何だかおもし
ろそうだ！ 

 【新潮流／ユニーク潮流の例】 
 ・自動運転保険の動き（米大手損保） 
 ・廉価LiDAR開発の動き（米WAYMO等） 
 ・ワイヤレス給電の動き（米QUALCOMM等） 
 ・ハーネスフリーの動き（米WITRICITY） 
 

 ・完全自動倉庫の動き（米AMAZON） 
 ・UX重視※2店舗の動き（米WALMART） 
 
 

 ・PHM※3の動き（米CERNER） 
 ・認知症対策の動き（日●●●） 
 ・ストレス対策の動き（日●●●） 
 

 ・データ連携の動き（米TRIMBLE／日●●●等） 

 ・点検業務の効率化（米TAKADU／米RUBICON等） 
 

  ※ 2) User Experience 
  ※ 3) Population Health Management 

+ 

+ 

+ 

+ 
+ 



５．IPLS2.0のポイントその１（業界潮流把握） 
 ①業界潮流把握のためのアプローチとしては、下記①～④が挙げられる。 
 業界潮流を扱うには、母集団が10,000件超となりがちなため、効率的にマクロからミ
クロ分析に斬り込む必要があり、シームレスに対応できる手法やITツールが不可欠。 
 アプロ―チ①では、時系列マップを基調。 
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①
業
界
潮
流 

②「論点のゴール」設定／戦略提言 
 自社ポジション分析 
 攻め筋（Opportunity）提言 
 研究開発戦略（傾注分野候補） 
 新事業候補、アライアンス／企業買収先候補 

 脅威（Threat）抑制策提言 

アプローチ 概要 備考 

①他社被引用
数着目 

必須特許要素の一指標として重要（次頁の⑬～⑰参照） 

ベンチマークを縦軸を配した時系列マップ上、他社被引用
数毎にバブルシェア表示すれば、各社特徴を容易に把握可 

一定の影響力のある潮流把
握が容易なるも、被引用期
間の短い直近出願は射程外 

②各社特徴 
分野着目 

複数業種プレイヤー混在時に業種毎の特徴分野に着目、
又は、個社毎の特徴分野に着目すれば、特徴を把握可 

①と良好な補完関係 

③直近出願 
着目 

主要プレイヤーの直近出願公開に着目すれば、将来予測
（各社新商品／サービス予測等）の一助 

①と良好な補完関係 

④ユニーク  
出願着目 

主要プレイヤー出願で、他社出願には付与されていない
ユニークIPCに着目すれば、各社特徴を効率的に把握可 

①～③の簡易代替として有
効（直近出願にも対応可） 

①
例 

ロジスティクス関連の
ビジネスモデル発明 



【参考】必須（重要）特許特定の21のクライテリア（2015年6月日経BP技術者塾/弁理士継続研修講座で発表済） 
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５．IPLS2.0のポイントその１（業界潮流把握） 
 アプローチ②では、マトリクスマップを基調とするが、ベンチマークとの対比を伴うも
の（②－１）と、個社間での対比を行う派生的なもの（②－２）とを目的に応じて要選択。 
 本マトリクスマップについては、年度別バブルチャート表記とすると潮流把握に有効。 
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燃料電池関連におけるTOYOTAの近年の傾注分野 ロジスティクス関連のビジネスモデル発明 

例）AMAZONが完全自動倉庫狙い？ 

新潮流への昇華 

例）FCV特許では燃料タンクが重要？ 

新潮流への昇華 



５．IPLS2.0のポイントその１（業界潮流把握） 
 アプローチ④では、キーワード系と異なり方言の影響を受け難い、ユニークIPCラン
キングマップを基調とし、年度別シェア表示にすれば、新旧比較でき潮流把握に有効。 
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出所：新たな特許分析法 知財情報戦略 自動運転編（2016.7, 日経BP） 

自動運転分野におけるGOOGLEのユニークIPC及び代表出願例（廉価LiDARシステム） 

例）完全自動運転ではLiDARの低コスト化が鍵？ 

新潮流への昇華 



５．IPLS2.0のポイントその２（自社立ち位置確認） 
 「論点のゴール」は、自社立ち位置に応じて設定されるべき。例えば、前頁のLiDAR低コスト
化については、自社が部品メーカーであればLiDAR事業参入が、自社がOEM/TIER１であれば
LiDAR関連有望ベンチャーへの投資や提携が「論点のゴール」となる。実際、弊分析（2015年5

月付）以降、かかるLiDARを巡る動きが活発であり、弊分析結果を反映して貢献し得た格好。 
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出所：https://tech.nikkeibp.co.jp/dm/atcl/mag/15/320404/110100064/ 
出所：http://business.nikkeibp.co.jp/atcl/report/15/264450/081300041/ 

自動運転分野におけるGOOGLEの脅威分析（2015年5月） 

出所：https://wired.jp/2018/05/22/bmw-magna-innoviz-lidar/ 

LiDAR事業参入の動き 

LiDAR注目度急上昇 

LiDARベンチャー売手市場 

2017年11月付記事 2018年5月付記事 部品メーカー OEM/Tier1 

2016年以降 

2016年8月付記事 

https://tech.nikkeibp.co.jp/dm/atcl/mag/15/320404/110100064/
http://business.nikkeibp.co.jp/atcl/report/15/264450/081300041/
https://wired.jp/2018/05/22/bmw-magna-innoviz-lidar/
https://wired.jp/2018/05/22/bmw-magna-innoviz-lidar/
https://wired.jp/2018/05/22/bmw-magna-innoviz-lidar/
https://wired.jp/2018/05/22/bmw-magna-innoviz-lidar/
https://wired.jp/2018/05/22/bmw-magna-innoviz-lidar/
https://wired.jp/2018/05/22/bmw-magna-innoviz-lidar/
https://wired.jp/2018/05/22/bmw-magna-innoviz-lidar/


５．IPLS2.0のポイントその３（自社ポジション分析） 
 自社ポジション分析は、前頁の自社ポジション把握に続いてなされるべきであり、例えば、某
機能性素材のグローバル4強間の保有特許（出願中含む）のランドスケープマップ上、今後、
OLED分野有望かつ自社がA社（黄色）とすれば、3M（赤色）等の競合に劣勢と言わざるを得ず、
自社開発頼み（自前主義）は得策といえず、有望企業買収／提携が攻め筋として現実解となる。 
 一方、仮に優勢と認められる場合には、自前主義が有効策になり得、その確度を高めるため
の研究開発戦略提言が攻め筋として現実解となる。 
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 A社 



５．IPLS2.0のポイントその３（自社ポジション分析） 
 自社ポジション分析では、対象用途における自社技術シナジーの見える化が有効であり、ア
プローチとして下記①～④が挙げられる（アプローチ①は前頁のランドスケープマップ参照）。 
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アプローチ 概要 備考 

①ランドスケープマッ
プによる分析 

自社が優位であれば自前主義が肯定される一方、劣位であれ
ば自前主義は否定され、有望企業買収／提携が現実解となる 

前頁のランドス
ケープマップ参照 

②対象分野の関連出
願ランキング分析 

対象分野を特定済の場合には、当該分野の出願人ランキング
上の自社順位で自前or買収/提携のいずれが得策か判断可能 

対象分野を未特定ながら注目出願や有望出願を特定済の場
合には、当該出願の類似検索結果から関連出願群を特定し、
当該群上の出願人ランキングの順位で同様に判断可能 

時系列要素を入
れることで分析確
度の向上可能 

③注目出願等の引用
／被引用分析 

注目出願や有望出願を特定済の場合には、これらの引用／
被引用関係分析によってシナジーの程度を判断可能 

①／②を適宜補
完 

④対象分野等におけ
るプレイヤー間の簡
易レイティング分析 

自社／他社注目度（外国出願比率／他社被引用数）やオリジ
ナリティ度（引例の多様性度合から推測）に基づく簡易レイティ
ング機能を活用可能（例：Orbitのプレイヤーズインパクト） 

①～③の代替や
補完に有効 

 アプローチ②では、例えば、TOYOYAの燃料電池
関連出願群から水素燃料タンクが有望用途として特
定された場合、当該分野のサブ母集団による出願
人別時系列マップ上、2位のHONDAは、近年の猛追
の様子も勘案すれば、自前主義を肯定し得るも、第
3位のNISSAN以降はTOYOTAとの協調路線（同社設

立の製造販売会社との契約等）が現実解といえる。 

水素燃料タンク分野における出願人時系列マップ 



５．IPLS2.0のポイントその３（自社ポジション分析） 
 アプローチ③では、例えば、前頁でTOYOTAの水素燃料タンク関連の重要出願群が特定さ
れたとした場合、それらの被引用に着目し、自社被引用（4件）に次いでHONDA（及び同社と提携
中のGM）が他社被引用最多（3件）であることに鑑み、TOYOTA／HONDA間のシナジーが期待。 
 ⇒HONDAとしては、自前主義も可能なるも、TOYOTAとの協調路線に一定の意義有り（一定
の共通性からリスクマネジメント※上、協調メリット有り）。 
 ※TOYOTAの某水素燃料タンク特許がHONDAにとっても重要視され得ることを確認済 
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出所：http://response.jp/article/2015/01/21/242170.html 

当該出願の被引用出願（19件）特定 １０  タンク本体 
１２  蓄熱材層 
１４  断熱材層 
１６  色素カプセル層 
１８  色素吸収層 
４００ タンク  

JP・・ 

JP・・水素燃料タンク関連特許 
TOYOTAの水素燃料タンク出願特定 

http://response.jp/article/2015/01/21/242170.html


５．IPLS2.0のポイントその４（具体的テーマに落とし込んだら・・） 
 上述した業界潮流把握⇒「論点のゴール」設定⇒自社ポジション分析を経て、特定
分野における有望企業買収や提携等を攻め筋と見立てた後は、基本に忠実に知財
情報戦略の８つのポイントを実践することが肝要。 
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IPランドスケープ（弊定義）＝戦略提言に資する高度な情報収集／分析 
                                ≒知財情報戦略 出所：新たな特許分析法 知財情報戦略 自動運転編（2016.7, 日経BP） 

 【知財情報戦略の８つのポイント】 
  【視点】 

    ① 「特許情報／非特許情報」の両視点 

    ② 「攻め／守り」の両視点 

    ③ 「時系列／非時系列」の両視点 

      ④ 「マクロ／ミクロ」の両視点  

 【スキーム】 

      ⑤ 「仮説／検証の積上」 

      ⑥ 「ポジション把握」 

      ⑦ 「ベンチマーク対比」 

      ⑧ 「将来予測」 

ブーメラン分析 



５．IPLS2.0のポイントまとめ 
 以上をまとめると下表の通り。 
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ポイント 概要   フロー 

①適切なアプローチに
よる業界潮流把握 

①他社被引用数着目、②各社特徴分野着目、③
直近出願着目、④ユニーク出願着目、の４つのア
プローチから適宜取捨選択 

ステップ① 業界潮流把握時 

②自社立ち位置確認 
本業重視（但し、新規事業開発等の必要性大の場合に
は、あえて無視することも有り） 

立ち位置確認後、「論点のゴール」設定 

ステップ② 

②－１） 「論点の
ゴール」設定前 

③適切なアプローチに
よる自社ポジション分
析 

①ランドスケープマップによる分析、②対象分野
の関連出願ランキング分析、③注目出願等の引
用／被引用分析、④対象分野等におけるプレイ
ヤー間の簡易レイティング分析、の４つのアプ
ローチから適宜取捨選択 

②－２）自社ポジ
ション分析時 

④知財情報戦略の８つ
のポイント 

 ①「特許情報／非特許情報」の両視点、②「攻め
／守り」の両視点、③「時系列／非時系列」の両
視点、④「マクロ／ミクロ」の両視点、⑤「仮説／
検証の積上」、⑥「ポジション把握」、⑦「ベンチ
マーク対比」、⑧「将来予測」、の８つのポイントを
最大限勘案 

②－３）「攻め筋
／脅威抑制策」
の提言に向けて
の深堀分析時 

①
業
界
潮
流 

②「論点のゴール」設定／戦略提言 
 自社ポジション分析 
 攻め筋（Opportunity）提言 
 研究開発戦略（傾注分野候補） 
 新事業候補、アライアンス／企業買収先候補 

 脅威（Threat）抑制策提言 

これならいけるかも！？ 
プロジェクトを立ち上げよう！ 
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ご清聴有難うございました。 


